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1.要旨

 M&Aに伴うシステム統合において、経営層のシステム統合リスク認識
を高める要因は何かを、18のM&Aのケースを取り上げて検証を行った．

 その結果，経営層のシステム統合リスク認識は以下の要因に影響を受け
ることが分かった．

1. M&A検討前から，経営層がITリスクを認識していること

2. 過去のM&A/システム統合経験有無

3. 他社の（失敗）事例の存在

4. 経営層に“モノ言う”ITリーダーの存在

 これらの要素を高める以下のような対策を行うことで，システム統合
プロジェクトの成功の割合を高めることができる．

1. 通常期から経営層にITリスクを報告し，IT戦略を決議する

2. プロジェクト開始時にM&A/システム統合経験者を招致する

3. 過去のシステム統合事例を調査し経営層と共有する

4. 経験企業から教えを乞う

5. 類似プロジェクトの支援実績をもつ第三者へ委託する
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2.背景

• 「M&Aに伴うシステム統合成功のカギは，経営トップの
リーダーシップである」と指摘されている．

• 「水平統合」かつ「“対等の精神”を標榜して長い期間をか
けて交渉する」といった特徴を持つ“日本型M&A”は，一般
的なM&A後のパフォーマンスという面でも，システム統合
という面でも否定的な評価が多い．

• これらの指摘があるにもかかわらず，同様のトラブルが後
を絶たない背景には，経営トップ自身の資質だけでなく，
経営層のシステム統合リスク認識に作用する外的要因もあ
ると考えられる．またそれらは，システム統合プロジェク
ト実施フェーズより前の，M&A基本合意前の段階から潜在
していると考えられる．
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2.本研究の目的

システム統合の成功に経営トップのリーダーシップが重要と

繰り返し言われているにもかかわらず，

なぜ経営層のシステム統合リスク認識は高まらないのか

何が経営層のシステム統合リスク認識を妨げるのか

という問題に答え，M&Aの局面におけるより積極的なITガバ

ナンス構築を促す一助となることを目的とする．
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2.論文構成

論文構成
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第1章 はじめに（背景と研究の目的）

第2章 M&AにおけるITの役割と日本型M&Aの特徴

第3章 研究仮説

第5章 分析 ～M&Aにおける経営層のシステム統合リスク認識～

定常期のITリスク認識と
システム統合リスク認識の関係

第6章 結論（発見事項と今後の研究課題）

第7章 おわりに

第4章 先行研究

M&A時の経営層のシステム統合
リスク認識に作用する外的要因



3.M&Aに伴うシステム統合とは

これまで両社にあった基幹システムを統合すること
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4.研究仮説

日本国内のM&A，それも上場企業同士の合併に代表される比較的大規模
なM&Aにおけるシステム統合を研究対象として以下の仮説を検証する．

【仮説1】経営層がM&A検討前の定常期からITリスクを経営の問題とし
て扱っていれば，M&A時のシステム統合リスク認識にプラス
に作用する．

【仮説2】M&A時の経営層のシステム統合リスク認識は，経営層の資質
だけでなく外的要因による影響を受ける．

【仮説3】経営層がシステム統合リスクを認識すると，システム統合
プロジェクト成功の割合が高くなる．
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本稿における「システム統合プロジェクトの成功」とは

① 大規模障害なくシステム統合を完了すること

② 必要以上に期間をかけないこと

③ 必要以上にコストをかけないこと

④ システム統合効果により企業の収益が上がること
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4.研究仮説

評価項目を設定し，未検証である仮説１，２を検証する．

＜仮説１＞
経営層がM&A検討前の定常期からITリスク
を経営の問題として扱っていれば，M&A時
のシステム統合リスク認識にプラスに作用
する．

＜仮説２＞
M&A時の経営層のシステム統合リスク
認識は，経営層の資質だけでなく外的
要因による影響を受ける．

研究仮説 評価項目

経営層に“モノ言う”ITリーダーの存在

役員構成（力関係）

過去のM&A経験，システム統合経験

システム統合時期（Day1かDay2か）

他社のシステム統合事例の存在

M&A前のITリスク認識

M&A前のIT課題の有無

ITの明確な優劣（方針の決まり易さ）

経
営
層
の
シ
ス
テ
ム
統
合
リ
ス
ク
認
識
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＜仮説３＞
経営層がシステム統合リスクを認識すると，
システム統合プロジェクト成功の割合が高くなる． 先行研究で検証済



5.検証方法：仮説1 ①
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＜仮説１＞
経営層がM&A検討前の定常期からITリスク
を経営の問題として扱っていれば，M&A時
のシステム統合リスク認識にプラスに作用
する．

M&A前のITリスク認識

M&A前のIT課題の有無

経
営
層
の
シ
ス
テ
ム
統
合
リ
ス
ク
認
識

M&A前3年～後5年 延べ9年間の有価証券報告書

有価証券報告書
• 対処すべき課題
• 事業等のリスク

IT課題，ITリスク，システム統合リスクに関する記述を

確認し，M&A前にITリスクに関する記述があると，

システム統合リスクについても記述されているか確認した．

評価項目



４【事業等のリスク】

5.検証結果：仮説1
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（中略）



5.検証結果：仮説1
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5.検証方法：仮説1 ②
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＜仮説１＞
経営層がM&A検討前の定常期からITリスク
を経営の問題として扱っていれば，M&A時
のシステム統合リスク認識にプラスに作用
する．

M&A前のITリスク認識

M&A前のIT課題の有無

経
営
層
の
シ
ス
テ
ム
統
合
リ
ス
ク
認
識

雑誌記事，書籍，論文

有価証券報告書の調査を補うために，雑誌記事，書籍，

論文から下記の事実があったかを確認した

• 経営層が直接的にITリスクを認識していたか

• M&A前にIT課題やITプロジェクトが経営課題として存在したか

• M&A時にシステム統合リスク認識を認識していたか

日経コンピュータ 他

評価項目



5.検証方法：仮説2
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M&A当年の有価証券報告書から，それぞれの出身企業から

何名の役員が選出されているかをカウントしその割合を算出し，

役員の割合と仮説1で得たシステム統合リスク認識の有無との

関連を確認した．

＜仮説２＞
M&A時の経営層のシステム統合リスク
認識は，経営層の資質だけでなく外的
要因による影響を受ける．

経営層に“モノ言う”ITリーダーの存在

役員構成（力関係）

過去のM&A経験，システム統合経験

システム統合時期（Day1かDay2か）

他社のシステム統合事例の存在

ITの明確な優劣（方針の決まり易さ）

経
営
層
の
シ
ス
テ
ム
統
合
リ
ス
ク
認
識

評価項目

M&A当年度の有価証券報告
書

有価証券報告書
• 役員の状況



5.検証方法：仮説2 役員比率
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役員数は以下を調査の上，①÷（①+②）で比率を算出した．

① 存続会社出身の役員（監査役を含む）

② 消滅会社出身の役員（監査役を含む）

③ 外：上記以外出身の役員



5.検証方法：仮説2
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調査対象とした企業のシステム統合を取り上げた記事等から

評価項目に該当する事実があったかを確認し，仮説1の検証

で得たシステム統合リスク認識の有無との関連を確認した．

＜仮説２＞
M&A時の経営層のシステム統合リスク
認識は，経営層の資質だけでなく外的
要因による影響を受ける．

経営層に“モノ言う”ITリーダーの存在

役員構成（力関係）

過去のM&A経験，システム統合経験

システム統合時期（Day1かDay2か）

他社のシステム統合事例の存在

ITの明確な優劣（方針の決まり易さ）

経
営
層
の
シ
ス
テ
ム
統
合
リ
ス
ク
認
識

評価項目

雑誌記事，書籍，論文等

日経コンピュータ 他



6.調査対象
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本研究における調査対象

1. 2000年以降の日本国内の大型合併

2. 過去の有価証券報告書，報道記事，研究論文などの公開情
報が存在し，当時の経営層のリスク認識や言動，役員構成，
ITリーダーの言動などが把握できる企業の合併事例

3. 上記1，2を対象としつつ，合併時期，業界に偏らない

18ケース延べ36社について調査
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業界 Day1年月 M&A後の企業名 M&A対象企業① M&A対象企業②

銀行 2002.01 ＵＦＪ銀行 三和銀行 東海銀行

銀行 2002.04 みずほ銀行① 第一勧業銀行 富士銀行

損保 2002.07 損害保険ジャパン 安田火災海上保険 日産火災海上保険

鉄鋼 2003.04 ＪＦＥスチール 川崎製鉄 日本鋼管

航空 2004.04 日本航空 日本航空 日本エアシステム

損保 2004.10 東京海上日動火災保険 東京海上火災保険 日動火災海上保険

製薬 2005.10 大日本住友製薬 大日本製薬 住友製薬

銀行 2006.01 三菱東京ＵＦＪ銀行 東京三菱銀行 UFJ銀行

クレジット 2006.01 クレディセゾン クレディセゾン UCカード

製薬 2007.10 田辺三菱製薬 田辺製薬 三菱製薬

百貨店 2008.10 阪急阪神百貨店 阪急百貨店 阪神百貨店

百貨店 2010.03 大丸松坂屋百貨店 大丸 松坂屋

石油 2010.07 ＪＸ日鉱日石エネルギー 新日本石油 ジャパンエナジー

百貨店 2011.04 三越伊勢丹 三越 伊勢丹

クレジット 2012.09 ポケットカード ポケットカード ファミマクレジット

鉄鋼 2012.10 新日鐵住金 新日本製鐵 住友金属

銀行 2013.07 みずほ銀行② みずほコーポレート銀行 みずほ銀行

損保 2014.09 損害保険ジャパン日本興亜 損害保険ジャパン 日本興亜損害保険

6.調査対象



7.検証結果

 M&A検討以前から，経営層がITを経営課題として認識していること，
ITリスクを認識していることが，システム統合リスク認識に少なから
ずプラスに影響する．

 M&Aに伴うシステム統合の成否のルーツとなる「経営層のシステム
統合リスク認識」は，以下の外部要因に影響を受ける．

1. 過去のM&A/システム統合経験有無

2. 他社の（失敗）事例の存在

3. 経営層に“モノ言う”ITリーダーの存在

 一方で以下の外部要因は，「経営層のシステム統合リスク認識」に
影響するとは言えない．

1. 役員構成（力関係）

2. ITの明確な優劣

3. システム統合時期（Day1かDay2か）
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7.検証結果

＜仮説１＞
経営層がM&A検討前の定常期からIT
リスクを経営の問題として扱ってい
れば，M&A時のシステム統合リスク
認識にプラスに作用する．

＜仮説３＞
経営層がシステム統合リスクを認識すると，
システム統合プロジェクト成功の割合が高くなる．

＜仮説２＞
M&A時の経営層のシステム統合リ
スク認識は，経営層の資質だけで
なく外的要因による影響を受ける．

研究仮説 評価項目

経営層に“モノ言う”ITリーダーの存在

役員構成（力関係）

過去のM&A経験，システム統合経験

システム統合時期（Day1かDay2か）

他社のシステム統合事例の存在

M&A前のITリスク認識

M&A前のIT課題の有無

先行研究で検証済

ITの明確な優劣（方針の決まり易さ）
経
営
層
の
シ
ス
テ
ム
統
合
リ
ス
ク
認
識
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71%

影響無し

80%

86%

100%

システム統合プロジェクトの成功・M&Aの成功



 ITリスク認識有り かつ システム統合リスク認識有り は7割強

 ITリスク認識なくシステム統合リスク認識有りのケースは皆無

7.検証結果：仮説1
22

通常期にITリスクを認識かつ

M&A期にシステム統合リスクを

認識

71%

通常期にITリスク認識有るが

M&A期にシステム統合リスク

認識無し

29%

【仮説1】経営層がM&A検討前の定常期からITリスクに関心を持っていれば，

M&Aの段階でシステム統合リスク認識にプラスに作用する．
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7.検証結果：仮説2④
M&A/システム統合経験
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年 企業 過去の
経験

システム統合
リスク認識

2002 ＵＦＪ銀 － －

2002 みずほ銀① － －

2002 損保Ｊ － 〇

2003 JFEスチ － 〇

2002 日本航空 － 〇

2004 東京海上日動 － 〇

2005 大日本住友 － －

2006 三菱ＵＦＪ銀 〇 〇

2006 クレディセ － －

2007 田辺三菱製薬 〇 －

2008 阪急阪神 － －

2010 大丸三越 － 〇

2010 ＪＸ日鉱日石 〇 〇

2011 三越伊勢丹 － －

2012 ポケットカ － 〇

2012 新日鐵住金 － －

2013 みずほ銀② 〇 〇

2014 損保Ｊ日本興 〇 〇

 過去（15年以内）にM&A経験を経験して

いるケースの8割で，システム統合リスク

を認識している．

システム統合

リスクを認識

80%

システム統合

リスク認識無し

20%

過去にM&A経験有
障害

延期

障害

延期



7.検証結果：仮説2⑤
他社事例
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24

年 企業 他社事例を
意識

システム統合
リスク認識

2002 ＵＦＪ銀 － －

2002 みずほ銀① － －

2002 損保Ｊ 〇 〇

2003 JFEスチ － 〇

2002 日本航空 〇 〇

2004 東京海上日動 〇 〇

2005 大日本住友 － －

2006 三菱ＵＦＪ銀 〇 〇

2006 クレディセ 〇 －

2007 田辺三菱製薬 － －

2008 阪急阪神 － －

2010 大丸三越 － 〇

2010 ＪＸ日鉱日石 － 〇

2011 三越伊勢丹 － －

2012 ポケットカ 〇 〇

2012 新日鐵住金 － －

2013 みずほ銀② － 〇

2014 損保Ｊ日本興 〇 〇

 みずほ銀行①の事例を意識した7ケース

のうち6ケース（86%）で，経営層が

システム統合リスクを認識している．

システム統合

リスクを認識

86%

システム統合

リスク認識無し

14%

他社事例を意識
障害

延期

障害

延期



7.検証結果：仮説2⑥
経営層にモノいうITリーダーの存在

該当するケースは少ないが，

 経営層へ直談判

 数字で示して説明

 全役員との面談申し出

 事業部門長に対して繰り返し協力依頼

などの動きが経営層の関心を高めると考え

られる．
25

年 企業 モノ言う
ITリーダー

システム統合
リスク認識

2002 ＵＦＪ銀 － －

2002 みずほ銀① － －

2002 損保Ｊ － 〇

2003 JFEスチ 〇 〇

2002 日本航空 〇 〇

2004 東京海上日動 〇 〇

2005 大日本住友 － －

2006 三菱ＵＦＪ銀 － 〇

2006 クレディセ － －

2007 田辺三菱製薬 － －

2008 阪急阪神 － －

2010 大丸三越 － 〇

2010 ＪＸ日鉱日石 － 〇

2011 三越伊勢丹 － －

2012 ポケットカ － 〇

2012 新日鐵住金 － －

2013 みずほ銀② － 〇

2014 損保Ｊ日本興 － 〇

障害

延期

障害

延期

システム統合リ

スクを認識

100%

経営層にモノいうITリーダーがいた



合
併
前

合
併
検
討
時

合
併
時

8.結論

＜仮説１＞
経営層がM&A検討前の定常期からIT
リスクを経営の問題として扱ってい
れば，M&A時のシステム統合リスク
認識にプラスに作用する．

＜仮説３＞
経営層がシステム統合リスクを認識すると，
システム統合プロジェクト成功の割合が高くなる．

＜仮説２＞
M&A時の経営層のシステム統合リ
スク認識は，経営層の資質だけで
なく外的要因による影響を受ける．

研究仮説 評価項目

経営層に“モノ言う”ITリーダーの存在

役員構成（力関係）

過去のM&A経験，システム統合経験

システム統合時期（Day1かDay2か）

他社のシステム統合事例の存在

M&A前のITリスク認識

M&A前のIT課題の有無

先行研究で検証済

ITの明確な優劣（方針の決まり易さ）
経
営
層
の
シ
ス
テ
ム
統
合
リ
ス
ク
認
識
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71%

影響無し

80%

86%

100%

システム統合プロジェクトの成功・M&Aの成功



8.結論

今後起こるM&Aにおけるシステム統合において，以下の観点で状況を
確認し，各要素を高める環境を整えれば，経営層のシステム統合リスク
認識を高め，システム統合プロジェクトの成功の割合を高められる．

経営層のシステム統合リスク認識に
影響を与える要因

マイナス方向に向いている場合の対策案
（経営層レベル）

Ｍ
＆
Ａ
検
討
前

通常期のITリスク認識 • リスクマネジメント委員会など経営レベルの会議体に
おけるシステム関連報告定例化

M&A前のIT課題 • システム化戦略，システム化施策の経営会議での決定

Ｍ
＆
Ａ
検
討
段
階

過去のM&A/システム統合経験 • M&A/システム統合経験者の招致
• 経験企業から教えを乞う
• 類似プロジェクトの支援実績をもつ第三者への委託

他社のシステム統合事例 • 過去事例の調査と経営レベルでの共有
• 経験者の招致
• 経験企業から教えを乞う

“モノ言う”現場のITリーダー • 経験あるリーダー，リーダ補佐の配置
• 類似プロジェクトの支援実績をもつ第三者への委託
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8.結論：
最近のケースにも当てはまる

28

きらぼし銀行のケース

 2018年5月1日の3行（東京都民銀行，八千代銀行，新銀行東京）統
合の初日に勘定系で3つ障害が発生．（ATMでキャッシュカードが使
えない，振り込み処理が遅延，ATMが振り込みを受け付けない）

 データ移行作業漏れ，テスト抜けなどミスが重なる．

 きらぼし銀行は銀行合併の経験者の視点が足りなかったと悔やみ，自
社とベンダーの体制を強化すると共に，銀行合併に伴うシステム統合
の経験者を新たに外部アドバイザーとして招いた．

出典：日経XTECH 2018/08/10 05:00. https://tech.nikkeibp.co.jp/atcl/nxt/mag/nc/18/020600011/080700014/

https://tech.nikkeibp.co.jp/atcl/nxt/mag/nc/18/020600011/080700014/


8.結論：検証において見えたこと

 M&A当時の役員比率と経営層のシステム統合リスク認識に関連性なし

→ 日本型M&Aが，経営層のシステム統合リスク認識に

必ずマイナスの影響を与えるという訳ではない．

 みずほ銀行のケースでは，「合併する企業の役員が横並びで，合議制

で経営判断するようなやり方は，システム統合の成功を困難にする」

と批判されていたが，同時期の損保ジャパンのケースでは，同様の運

営方法で「こうした体制を築いたことが，関係者の“当事者意識”を高め

ると同時に，企業間の文化，業務の進め方の違いを埋めるうえでもき

わめて有効に作用した」と評価される

→ 横並びの組織体制も，各社が持つ文化やマインド，運営方法に

よってプロジェクトへの効果はプラスにもマイナスにもなる．

29
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年 企業 役員比率 システム優劣と統合方針 統合
時期

過去
の
経験

他社の
事例を
意識

モノ言う
ITリーダ

システム統合
リスク認識

システム
優位性

統合方針 長期
検討

2002 ＵＦＪ銀 ７８％ 三和 三和 Day1 － － － －

2002 みずほ銀① ５７％ － 途中変更 〇 Day1 － － － －

2002 損保Ｊ ８３％ 安田 安田 Day1 － みずほ － 〇

2003 JFEスチ ５０％ (両方劣) 再構築 Day2 － － 〇 〇

2002 日本航空 ８０％ － ＪＡＬ Day1 － みずほ 〇 〇

2004 東京海上日動 ７９％ － 東京海上 〇 Day1 － － 〇 〇

2005 大日本住友 ５０％ 住友 住友 Day1 － － － －

2006 三菱ＵＦＪ銀 ７０％ ＵＦＪ 三菱 〇 Day2 〇 みずほ － 〇

2006 クレディセ ７５％ クレディ クレディ Day2 － みずほ － －

2007 田辺三菱製薬 ５６％ 三菱 三菱 Day1 〇 － － －

2008 阪急阪神 ７８％ 阪急 阪急 Day1 － － － －

2010 大丸三越 ４４％ 大丸 大丸 Day1 － － － 〇

2010 ＪＸ日鉱日石 ５０％ － 選択統合 〇 Day2 〇 － － 〇

2011 三越伊勢丹 ５０％ 伊勢丹 伊勢丹 Day1 － － － －

2012 ポケットカ ５０％ ポケカ ポケカ Day1 － みずほ － 〇

2012 新日鐵住金 ６７％ (両方劣) 選択統合 Day2 － － － －

2013 みずほ銀② ６９％ (両方劣) 再構築 Day2 〇 － － 〇

2014 損保Ｊ日本興 ７３％ 損保Ｊ 損保Ｊ Day1 〇 みずほ － 〇

障害

延期

障害

8.結論：検証において見えたこと
（2002年みずほ銀行の背景）

延期



9.今後の課題
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 本研究の検証結果は，調査対象とした18ケースの多くで当てはまって

おり，日本の（保守的な）大手企業の水平統合における説明には用い

ることができる．

 一方で，大手企業のM&Aでも垂直統合のケースや，ベンチャー企業が

M&Aを繰り返すケース，日本企業と国外企業とのM&Aなどでは，

M&Aにおけるシステム統合の位置づけが異なってくると考えられ，

仮説設定の見直しと，検証が必要である．



10.外部発表
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1. 情報処理学会 第84回電子化知的財産・社会基盤合同研究発表会
(2019/06/04～05)

坂田伸也，後藤厚宏，原田要之助
「企業のM&AにおけるITガバナンスに関する提案」

2. 情報処理学会 第82回全国大会 (2020/03/05～07) （オンライン）
坂田伸也，後藤厚宏
「日本型M&Aに伴うシステム統合における

経営層のリスク認識に関する考察」



参考：付録
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システム統合プロジェクトにおける経営層・ITリーダー語録

18ケースのうち15ケースについて，参考文献より当時の発言を掲載



ご清聴ありがとうございました．
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